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衆議院文部科学委員会ニュース

平成 22.9.8 第 175 回国会第２号（閉会中審査）

9月 8日（水）、第２回の委員会が開かれました。

１ 文部科学行政の基本施策に関する件

・川端文部科学大臣、中川文部科学副大臣、鈴木文部科学副大臣、田村内閣府大臣政務官、後藤文部科学大臣政務

官、高井文部科学大臣政務官及び政府参考人等に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

松 崎 哲 久君（民主）

・文化審議会答申「改定常用漢字表」（平成 22 年６月７

日）において追加を見送られた「碍」について、「改

定常用漢字表」の内閣告示後に政府の「障がい者制度

改革推進本部」において追加すべきという結果が出さ

れた場合の取扱いについて、大臣の見解を伺いたい。

・外国の人名・地名の読み方や、外来語のイントネーシ

ョン、数字の読み方などについて、日本語の正確かつ

適切な使用を促すため、時代の変化に対応した基準を

設けるべく、文化庁での検討及び文化審議会への諮問

が必要と考えるが、大臣の見解を伺いたい。

下 村 博 文君（自民）

・高等学校等就学支援金の支給に関する検討会議（以下

「検討会議」という）に関し、委員に関する情報の公

開（人数及び公開時期）、委員の中に朝鮮学校の利害

関係者の有無、これまでに文部科学省に設置された他

の会議で委員が非公開となった事例の有無等について

伺いたい。

・高等学校等就学支援金の支給について、決定された外

国人学校の指定に関する基準・審査方法に基づいた審

査を行う時期及び具体的に想定している機関について

伺いたい。

・高等学校等就学支援金の支給に関して「個々の具体的

な教育内容については基準としない」とした検討会議

の報告について、拉致問題担当大臣の見解を伺いたい。

・高等学校等就学支援金の支給に関する朝鮮学校の取扱

いについては、内閣総理大臣を含めた関係閣僚会議を

設け、政府として判断すべきだと考えるが、大臣及び

拉致問題担当大臣の見解を伺いたい。

・北海道教育委員会「教職員の服務規律等の実態に関す

る調査報告書」を受けて、文部科学省として北海道教

育委員会及び札幌市教育委員会にどのような対応を行

ったのか伺いたい。

・義務教育費国庫負担金に係る北海道における会計検査

は、いつ実施予定なのか、また、北海道以外の都府県

も検査対象となる可能性があるのか、会計検査院に伺

いたい。

・日本教職員組合が、突発的な業務に対応できる体制に

ある限り職務専念義務と対立しない等とし、勤務時間

内の組合活動の正当性を主張していることについて、

文部科学省の見解を伺いたい。

坂 本 哲 志君（自民）

・「教職員等の選挙運動の禁止等について（通知）」（平

成 22 年６月９日）を、それまでの局長名から副大臣

名で発出した鈴木副大臣は、どのような思いを込めて

発出されたのか、及び北海道教職員組合から発出され

ている機関紙の内容の違法性について、鈴木副大臣の

見解を伺いたい。

・朝鮮学校に通学する生徒に対する高等学校等就学支援

金支給の適否の決定については、今後どれくらい時間

がかかるのか、大臣に伺いたい。

・公立高等学校授業料不徴収交付金における激変緩和措

置の是非について、大臣に伺いたい。

富 田 茂 之君（公明）

・新卒者雇用の厳しい状況への文部科学省の対応につい

て大臣の見解を伺いたい。

・公立学校の耐震化工事のための予算について、概算要

求で大半を「元気な日本復活特別枠」で要望している

が、必要な額を確保できるのか大臣の見解を伺いたい。

・給付型の高校奨学金事業の対象費目拡大について伺い

たい。

宮 本 岳 志君（共産）

・国立大学法人運営費交付金の算定に当たっては法人化

前の公費投入額を十分に確保する旨の国立大学法人法

附帯決議や我が国の高等教育予算支出割合が OECD 加
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盟国平均よりも少ないことを踏まえ、高等教育予算は

増額を図るべきだと思うが、大臣の見解を伺いたい。

・来年度以降の学級編制の見通しと少人数学級の教育的

効果について、大臣に伺いたい。

城 内 実君（国守）

・核密約問題・官房機密費問題は透明性・公開性を重視

したにも関わらず、高等学校等就学支援金支給の適否

の決定に係る朝鮮学校の問題については検討会議を非

公開とし透明性が無く分かりづらい。これはダブルス

タンダードと受け止められるが、大臣の見解を伺いた

い。

・在日本大韓民国民団からの高等学校等就学支援金の朝

鮮学校への支給に関する要望や朝鮮学校の教育内容の

実態等を踏まえ、慎重に判断する必要があると考える

が、大臣の見解を伺いたい。


